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低さ､ 販売力の欠如 (安楽城､ 2008) など､
新たな展開にとって不利になる要素を抱えて








































であり､ 平成 23 年度における従業者規模別
企業数では従業員数 50 人以下の企業が 31.2



















4 厚生労働省 ｢平成 23 年度医薬品・医療機器産業実態調査｣
5 Espicom (2011)



































































































る (田中､ 2011)｡ その他､ 部材やソフトウェ
ア分野への参入では､ 受注先のセットメーカー
のニーズを把握するための連携が重要となる｡








局 医療・福祉機器産業室､ 2010)｡ さらに､
申請や販路開拓を相談あるいは共同で取り組













2010 および 2011)｡ これらコーディネーター
は医療機器業界､ 薬事法､ ビジネスに関する




































組織間連携について Thomson and Perry
(2006) は､ 改革､ 急速な技術変化､ 資源の
希少性､ 組織の相互依存の高まりが連携の促
進要因であると論じている｡ また Kanter










(Keley and Rice, 2002)､ 経営力を強化する
こと (Jiang et al., 2008) などが挙げられて
いる｡
組織間連携の成立に関しては Wood &





146)｣ としている｡ しかしながら､ 連携に関
する従来の研究では､ Huxham and Vangen
(2005) が､ ｢個人間のコラボレーションでは
なく……組織間のコラボレーション関係こそ














































する｡ 協働については Barnard (1968､ 邦
訳) が､ ｢全体情況の社会的側面であり相互
作用の過程は発見され工夫されねばならない








































































































































図 1 . 組織間連携の成立と発展のプロセスの概念モデル
(出所) 筆者作成
雑誌記事､ 神戸市等のホームページより収集
した｡ インタビューは､ 2013 年 6 月および 8
月に研究会会長の鶴井孝文氏 (以下､ T 氏)
に実施し､ さらに同年 8 月に研究会の事務局
















が 1999 年 11 月に医療用機器開発研究会 (以
















なっている｡ 会員企業は 280 社を超えてお





する工業会会員 32 社で 1999 年 11 月に設立
された｡ 当初から工業会会員以外にも門戸を




る｡ 研究会は､ 神戸市､ 工業会､ 会員企業が












8 MIKCS の詳細については､ 第Ⅳ章 6 節を参照｡
9 以下事例については第Ⅲ章で紹介したインタビューを主に記述する｡ 二次資料からの引用についてはそ
の都度出展を記載する｡
10 2011 年 6 月時点 (神戸市ホームページ)｡






































































12 研究会会長へのインタビューより (2013 年 6 月 13 日)｡
13 同インタビューより｡





































































15 同センターは､ 手術手技トレーニングや医療機器の研究・開発・評価､ 事業化活動のための賃貸スペー
スを提供するなど､ 医療関連分野における新事業の促進を目的とした独立行政法人中小企業基盤整備機
構により設置された施設である (同センターホームページ)｡















































お よ び 財 団 法 人 新 産 業 創 造 研 究 機 構
(NIRO)17 と共に研究会会長である T 氏が会
員企業を一社ずつまわりヒアリングをして技



















例会の運営は､ T 氏と事務局､ および神戸
市工業課もアイデアを出して毎回テーマを決
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17 NIRO は兵庫県､ 神戸市､ 企業等により､ 1997 年に新産業創造による兵庫・神戸地域の創造的産業振興
を目的に設立された財団法人であり､ ｢研究コーディネート活動｣ ｢リエゾン (橋渡し)｣ ｢技術移転活動｣
｢技術相談｣ ｢事業化支援｣ を実施している (NIRO ホームページ)｡
めたうえで同工業課関係者も参加して開催さ
























施している (鶴井､ 2002)｡ これらのヒアリ
ング活動を通して､ 試作の対象となった製品
の評価について医師の協力を取り付けること





























 非磁性鋼製器具の開発事例 (2001 年)
例会の座学だけでは更なる進展がないと研
究会会員が感じていた 2001 年当時に､ 先端
医療センターに MRI のリアルタイム情報を
もとにした低侵襲手術が可能となるオープン
型 MRI が導入されるが､ その際に必要とな
る非磁性の手術用具が外国製品のみで非常に
高額でありまた十分に医療現場のニーズに対










択され､ 開発費用 4,600 万円のうち 2,000 万




































































21 開発プロセスについては､ 鶴井 (2002 年) およびインタビューをもとに記述している｡










研究会設立の 1999 年から 2002 年の間にのべ
































































23 同期間で開発された製品としては､ ｢顎骨拡張機｣ ｢脱気式形状保持クッション｣ 等がある｡
24 T 氏へのインタビューによると､ 1 社引き受けの案件が多かったこともあり､ 事業推進をめぐっては特
筆すべき企業間のトラブルは認知していないとしている｡
会にて会員企業に提案し出資を要請したとこ
ろ多くの企業が賛同し､ 会員企業 35 社と 5
個人の出資の会員制で運営する ｢神戸バイオ
メディックス㈱｣ (以下､ KBM) を 2003 年 6
月に設立し研究会会長である T 氏が代表取
締役に就任した (鶴井､ 2007；NAVIS,































































25 同センターについては､ 本章第 2 節を参照｡
26 2013 年 6 月の T 氏のインタビューによる｡ 大手医療機器メーカーの協力会社について正確な実数につ
いては把握していない｡
































M､ 神戸市､ 神戸大学医学部､ NIRO､ 先端






























































































テム (Medical Innovation Kobe Commu-


















務局長を務めた N 氏が 2013 年 4 月より事務
局長に就任している｡
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た MIKCS については､ 研究会会員企業 (お
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